
高槻市自立支援医療（育成医療・更生医療）指定医療機関手引き 

 

○ 指定自立支援医療機関への指導監督 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、総合支援法

という）第６６条において、自立支援医療の質の確保及び実施の適正化を図ることを

目的に、指定自立支援医療機関に対し、指導監督を行うことができる旨が規定されて

います。 

 

（１）高槻市における指定自立支援医療機関への指導の形態 

 ア 書面指導 

   自立支援医療機関の指定を継続するために、6年ごとに更新申請が必要ですが、その 

際に、自己点検票によるチェックを実施していただき、これを提出していただきます。 

自ら振り返りの機会をもっていただき、改める点があれば、速やかに改善してください。 

 

 イ 集団指導 

   1 年に 1回程度、制度変更や注意事項などについて情報共有を行います。 

 

 ウ 実地指導（「監査」ではありません。） 

   定期的に現地へ赴き、書類や実態の確認をします。また、定期的な実地指導のほか、集 

団指導の欠席、受給者等からの苦情の発出頻度や意見書等提出物の疑義の頻度、不 

正を疑う事案の発生等により、実施する場合もあります。 

 

 

 

 

 

👉 ご多忙な中、依頼することとなりますが、「指導」の目的についてご理解をいただき、

円滑に進められるよう、ご協力をよろしくお願いいたします。 

１ 指定自立支援医療（育成医療・更生医療）機関への指導について  
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○ 申請及び届出 

総合支援法第５９条（指定）、第６０条（指定の更新）、第６４条（変更の届出）、第６５条

（辞退）において、指定自立支援医療機関としての指定申請、指定の更新及び指定内

容に変更があった場合や、休止・再開・廃止・指定の辞退を行おうとする場合などに

は、届出をすることが義務付けられています。 

 

   各届出に必要な書類については、資料編を参照してください。なお、様式は障がい福祉

課のホームページからダウンロードができます。 

 

   様式は、指定権者ごとに違います。高槻市に申請の際には、必ず、高槻市のホームペー

ジからダウンロードしたものをお使いください。 

 

変更届については、承認通知等は行いませんので、収受確認印が必要な場合は、控

え用の変更届を作成し提出してください。郵送による提出時に、控えの返送が必要な

場合は、宛先等の記入及び切手を貼付された返信用封筒を同封してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 指定にかかる申請及び変更等の届出について  

👉 変更等の届出について、高槻市保健所もしくは福祉指導課への届出のみを済ま

せて、障がい福祉課への届出（総合支援法上の届出）を忘却されているケースが

多発しています。 

根拠となる法律が違うため、それぞれに届出する義務があります。 

届出を忘却されますと、間違った情報を、市民等へお伝えすることとなってしまいま

す。くれぐれも遅延、忘却のないよう、よろしくお願いいたします。 
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（１）新規申請 

 ア 申請 

新たに、自立支援医療（育成医療・更生医療）の提供をしようとするときには、事前に指

定申請が必要です。新規申請は、医療機関ごとに行います。 

なお、病院・診療所にあっては、対象となる治療・診療ごとの申請が必要です。 

 

 イ 申請の時期 

新規申請の場合、申請後、高槻市身体障がい者第２審査部会の審査を経て、指定を

行います。審査部会は、概ね月に 1回開催され、審査月の翌月 1日付で指定を行い

ます。毎月の締切日までに、障がい福祉課が補正の完了した書類(不備等の修正を

完了したと認められたもの)を受理できるよう、ご準備ください。 

 

 

 

 

 

（２）変更届・変更申請 

   現在の指定内容に変更が生じた場合、変更後30日以内に変更届を提出する必要が

あります。30日を超えた場合は、「遅延理由書」にて、遅延理由をご説明ください。 

 

   なお、下記の場合は、変更であっても新規申請と同様に審査部会の審査が必要となり

ます。変更することが決まった後、速やかに申請してください。  (審査部会の開催スケ

ジュールは上記（１）―イのとおり) 

 

   【審査の必要な変更内容】 

① 名称・所在地・設備等の変更（医療機関の移転を含む） 

② 病院・診療所にあっては、当該指定診療に係る「主たる医師・歯科医師」の変更 

③ 診療所にあっては、患者を収容する施設の有無及びその収容定員 

 

（３）更新申請 

   6 年に 1度必要な手続きです。時期が近づきましたら、障がい福祉課より更新の案内

を送付します。案内する提出期限を遵守し、更新申請を行ってください。 

   期限までに、更新申請がされない場合は、更新の意思がないものとみなし、期限満了

をもって、その指定の効力を失います。 

 

 

申請締切日 毎月５日(閉庁日の場合は、翌開庁日) 

審査部会(審査) １５日～２５日 

指定日 翌月１日付 
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（４）休止・再開・廃止・辞退の届 

 ア 休止届・再開届 

   一時的に、指定を受けている医療機関が受給者の受け入れを止める場合には、休止す

る 30日前までに、休止届の提出が必要です。 

   なお、休止する際に、現に受給者が利用している場合は、受給者に対する説明及び代

替えの医療機関の紹介やあっせんなど、受給者が円滑に自立支援医療（育成医療・

更生医療）を継続して受けることができるよう配慮してください。 

   また、受診者が医療機関変更申請を行う場合は、受給者に対し、必要な書類（医療機

関変更のための意見書等）も忘れずに交付してください。 

   休止していた医療機関が、再開する場合にも事前に再開届の提出をお願いします。 

 

 

イ 廃止届 

   指定医療機関を廃業する場合に、廃業する 30日前までに、廃止届の提出が必要で

す。 

なお、廃止する際に、現に受給者が利用している場合は、受給者に対する説明及び代

替えの医療機関の紹介やあっせんなど、受給者が円滑に自立支援医療（育成医療・更

生医療）を継続して受けることができるよう配慮してください。 

   また、受診者が医療機関変更申請を行う場合は、受給者に対し、必要な書類（医療機

関変更のための意見書等）も忘れずに交付してください。 

 

ウ 辞退届 

  現に運営している事業を廃業するのではなく、受給者の受け入れをやめる場合に、その

30日前までに辞退届の提出が必要です。 

 なお、辞退する際に、現に受給者が利用している場合は、受給者に対する説明及び代替

えの医療機関の紹介やあっせんなど、受給者が円滑に自立支援医療（育成医療・更生

医療）を継続して受けることができるよう配慮してください。 

 

 

 

👉 休止期間は、概ね6か月～1年程度です。 

再開の見込みがない場合は、「辞退届」を提出してください。 
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○ 自立支援医療を受けようとする患者・利用者が、必要な手続きについて、以下の事項

にご留意いただくとともに、円滑に支給決定ができるようご協力ください。 

 

○ 自立支援医療（育成医療・更生医療）の新規・継続の支給決定をした場合、病院・診

療所あてにも通知をいたしますが、受給者証の確認も併せて行ってください。 

また、病院・診療所の変更や自己負担上限月額が変更された場合などについても、 

   病院・診療所あてに通知いたしますので、ご確認ください。 

   薬局・訪問看護ステーション宛ての通知は、行っていませんので、受給者が自立支援医

療を受けようとする際には必ず受給者証をご確認ください。 

 

 

（１） 手続きに関する留意事項 

 

 ア 相談 

   医療機関において、自立支援医療（育成医療・更生医療）制度のご案内を行っていた

だく際には、ご案内後早めに市役所まで必要書類(意見書や費用明細書等)を取りに

行っていただくようお声掛けいただきますようお願いします。 

   障がい福祉課においては、必要書類を取りに来られた際、当該制度の対象者に該当す

るかを判断するために所得確認等を行っています。このご相談を次項「イ 事前申請」

中の事前相談とします。 

 

 イ 事前申請 

自立支援医療（育成医療・更生医療）は、原則事前申請が必要です。 

   事前申請が難しい場合は、必ず、医療機関もしくはご本人かご家族から、障がい福祉

課へ事前の相談（電話可）をお願いします。 事前相談もなく、事後申請されることによ

り、自立支援医療の決定ができない期間が生じてしまい、受給者にご負担をかけてしま

うケースが散見されますので、ご注意ください。 

 

 ウ 書類の不備等 

   誤記載・記載漏れが散見されます。受給者にお渡しする前、もしくは送付前に今一度ご

確認ください。 

 

３ 自立支援医療（育成医療・更生医療）を受給するために必要な  

   手続き、及び請求に関することについて 
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   【書類の不備等が多い項目】 

    ①意見書 

・医療機関名・所在地の記載漏れ 

・指定されている主たる医師、もしくは作成した医師の氏名の記載漏れ 

・自立支援医療適用開始日の記載漏れ 

・自立支援医療適用開始日が意見書作成日より前の日付になっている 

・提供しようとする自立支援医療の治療内容（施術名等）の記載漏れ 

    ②明細表 

      ・合計欄の計算間違い 

      ・入院、通院の計上月数が意見書記載内容と不一致 

 

 

（２） 請求に関する留意事項 

 ア 受給者証の確認 

   受給者証に記載されていない医療機関から請求がされるケースが散見されます。 

受給者が自立支援医療を受けようとする際には、必ず受給者証をご確認ください。 

   特に、薬局を変更されたときの、変更申請漏れや、変更申請後受給者証が交付される

までの間に調剤される場合など、イレギュラーなケースも考えられますのでご注意くださ

い。 

 

 イ 自立支援医療（育成医療・更生医療）以外の請求 

   自立支援医療として請求できる内容は、受給者証に記載された医療に関するもののみ

です。同じ診療科でも、別の要因での検査料や、受給者証に記載されていない医療や

病院から処方された薬を自立支援医療として請求されるケースが散見されます。 

   請求取り下げや再請求などの事務をご負担いただくことにもなりますので、十分にご留

意ください。 

👉 身体障がい者手帳と同時申請の場合、手帳の診断書及び自立支援医療の意見書の 

両方が自立支援医療適用日以前である必要があります。 

👉 申請書を受理してから決定まで、意見書・診断書等に疑義がなかった場合でも、概ね 

    ４～5 週間かかります。 

👉 令和3年 1月より、受給者証及び上限額管理表の様式が変わっています。 

変更後のものは、A4 サイズで黄緑色の用紙です。受給者証をご確認いただく際には

ご注意ください。 
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資料１  指定自立支援医療機関(育成医療・更生医療)療養担当規程 

 

   指定自立支援医療機関(育成医療・更生医療)療養担当規程 

 

(指定自立支援医療機関の義務) 

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令(平成１８年

政令第１０号)第１条第１号に規定する育成医療(以下「育成医療」という。)又は同条第２号

に規定する更生医療(以下「更生医療」という。)を行う指定自立支援医療機関(障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成１７年法律第１２３号。以下「法」

という。)第５４条第２項に規定する指定自立支援医療機関をいう。以下同じ。)は、法及び障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則(平成１８年厚生

労働省令第１９号。以下「規則」という。)の定めるところによるほか、この規程の定めるところ

により、法の規定による自立支援医療を担当しなければならない。 

(診療の拒否の禁止) 

第２条 指定自立支援医療機関は、自立支援医療を受ける障害者又は障害児(育成医療又は

更生医療を受ける者に限る。以下「受診者」という。)の診療を正当な理由がなく拒んではな

らない。 

(診療開始時の注意) 

第３条 指定自立支援医療機関は、障害者又は障害児の保護者から法第５４条第３項に規定

する医療受給者証(以下「受給者証」という。)を提出して受診者の診療を求められたときは、

その受給者証が有効であることを確かめた後でなければ診療をしてはならない。 

２ 指定自立支援医療機関は、受給者証に記載された医療の具体的方針を変更しようとすると

きは、あらかじめ当該受給者証を交付した市町村と協議し、その承認を受けなければならな

い。 

 (診療時間) 

第４条 指定自立支援医療機関は、自己の定めた診療時間において診療をするほか、受診者

が、やむを得ない事情により、その診療時間に診療を受けることができないときは、その者の

ために便宜な時間を定めて診療しなければならない。 

(援助) 

第５条 指定自立支援医療機関が支給認定の有効期間を延長する必要があると認めたとき、

又は受診者に対し移送を行うことが必要であり、かつ、自ら行うことができないと認めたとき

は、速やかに、その者に対し必要な援助を与えなければならない。 

(証明書等の交付) 

第６条 指定自立支援医療機関は、その診療中の受診者又は受診者の保護者及び当該者に

対し支給認定を行った市町村から、自立支援医療につき必要な証明書又は意見書等の交

付を求められたときは、無償でこれを交付しなければならない。 
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 (診療録) 

第７条 指定自立支援医療機関は、受診者に関する診療録に健康保険の例によって医療の担

当に関し必要な事項を記載しなければならない。 

(帳簿) 

第８条 指定自立支援医療機関は、診療及び診療報酬の請求に関する帳簿及びその他の物

件をその完結の日から５年間保存しなければならない。 

(通知) 

第９条 指定自立支援医療機関が受診者について次の各号のいずれかに該当する事実のあ

ることを知った場合には、速やかに、意見を付して受給者証を交付した市町村に通知しなけ

ればならない。 

 １ 受診者が正当な理由なく、診療に関する指導に従わないとき。 

 ２ 受診者が詐欺その他不正な手段による診療を受け、又は受けようとしたとき。 

(指定訪問看護事業者等に関する特例) 

第１０条 指定自立支援医療機関である健康保険法(大正１１年法律第７０号)第８８条第１項

に規定する指定訪問看護事業者又は介護保険法(平成９年法律第１２３号)第４１条第１項

に規定する指定居宅サービス事業者(同法第８条第４項に規定する訪問看護を行う者に限

る。) 若しくは同法第５３条第１項に規定する指定介護予防サービス事業者（同法第８条の

２第４項に規定する介護予防訪問看護を行う者に限る。）にあっては、第３条第２項及び第５

条の規定は適用せず、第７条中「関する診療録」とあるのは「対する指定訪問看護又は指定

居宅サービス(訪問看護に限る。) 若しくは指定介護予防サービス（介護予防訪問看護に

限る。）の提供に関する諸記録」と、「健康保険の例によって」とあるのは「健康保険の例によ

って(指定居宅サービス事業者又は指定介護予防サービス事業者にあっては介護保険の例

によって)」と、それぞれ読み替えて適用する。 

 (薬局に関する特例) 

第１１条 指定自立支援医療機関である薬局にあっては、第３条第２項及び第５条の規定は適

用せず、第７条中「診療録」とあるのは「調剤録」と読み替えて適用する。 
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資料２  指定にかかる申請及び変更等の届出に必要な書類確認表 

（１）新規申請、変更等に必要な書類 

○病院・診療所【新規指定・指定内容変更必要書類一覧】 

 指
定
申
請
書(

病
院
又
は
診
療
所) 

指
定
内
容
変
更
届
出
書(

病
院
又
は
診
療
所) 

経
歴
書(

主
と
し
て
担
当
す
る
医
師
・歯
科
医
師) 

業
績
目
録 

主
と
し
て
担
当
す
る
医
師(

歯
科
医
師)

の
医
師(

歯
科
医
師)

免
許
証
の
写
し 

専
門
分
野
の
学
会
専
門
医
、認
定
医
、指
導
医
師
等
の
認
定
証
の
写
し 

身
体
障
害
者
福
祉
法
第
１
５
条
の
指
定
を
受
け
て
い
る
場
合
は
、 

指
定
医
師
の
指
定
通
知
書
の
写
し 

自
立
支
援
医
療
を
行
う
た
め
に
必
要
な
体
制
及
び
設
備
の
概
要 

平
面
図(
様
式
１
の
５
に
記
載
さ
れ
た
設
備
の
設
置
場
所
が
確
認
で
き
る
も
の) 

研
究
内
容
に
関
す
る
証
明
書 

臨
床
実
験
証
明
書
等 

審
査
項
目
一
覧
表 

誓
約
書
（
病
院
又
は
診
療
所
、薬
局
） 

様式番号 1-1 ２ １－２ 
１－３ 

１－４ 
   １－５  １－６ 別表 １－７ ７－１ 

新規指定 ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

主として担当する医師又は 

歯科医師の変更 
 ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○  

病院又は診療所の名称変更  ○          ○  

病院又は診療所の 

所在地変更 
 ○      ○ ○   ○  

開設者の住所及び氏名又は 

名称変更 
 ○           ○ 

標榜している診療科目(指定 

自立支援医療と関係あるも 

の)の変更（＊１） 

 ○            

主として担当する医師又は 

歯科医師の氏名の変更 

（＊２） 

 ○            

自立支援医療を行うために

必要な設備の概要変更 
 ○      ○ ○   ○  

患者を収容する施設の有無 

及びその収容定員の変更 

(診療所の場合) 

       ○ ○   ○  

＊１ 標榜科の新旧対照表を添付してください。 

＊２ 「医師又は歯科医師の氏名が変更」になった場合、病院・診療所代表者名により氏名が

変更になったことの証明書を添付してください。 
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○病院・診療所【別表：臨床実績証明書等】 

 

 

○薬局【新規指定・指定内容変更必要書類一覧】 

 指
定
申
請
書(

薬
局) 

指
定
内
容
変
更
届
出
書(

薬
局) 

経
歴
書 

薬
剤
師
免
許
証
の
写
し 

薬
局
開
設
許
可
証
の
写
し 

調
剤
の
た
め
に
必
要
な
設
備 

及
び
施
設
の
概
要 

平
面
図(

様
式
３
の
３
に
記
載
さ
れ
た 

設
備
の
設
置
場
所
が
確
認
で
き
る
も
の) 

審
査
項
目
一
覧
表
（
薬
局
） 

誓
約
書
（
病
院
又
は
診
療
所
、薬
局
） 

様式番号 3-1 ４ 3-2   ３－３  3-4 7-1 

新規指定 ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

管理薬剤師の変更  ○ ○ ○ ○   ○  

薬局の所在地の変更  ○    ○ ○   

開設者の住所及び氏名又は 

名称変更 
 ○       ○ 

管理薬剤師の氏名の変更（＊１）  ○        

調剤のために必要な設備の概要変更  ○    ○ ○ ○  

＊１ 「管理薬剤師の氏名が変更」になった場合、薬局代表者名により氏名が変更になったこ 

との証明書を添付してください。 

 

 

 

該当する医療 様  式  名 様式番号 

腎臓 人工透析に関する専門研修・臨床実績証明書 １－８ 

腎移植 腎移植症例証明書 １－９ 

小腸 中心静脈栄養法等に関する臨床実績証明書 １－１０ 

心臓移植術後の 

抗免疫療法 

心臓移植術後の抗免疫療法に関する臨床実績証明書 

【主たる医師】 
１－１１ 

心臓移植術後の 

抗免疫療法 

心臓移植術後の抗免疫療法に関する臨床実績証明書 

【連携機関の医師】 
１－１２ 

肝臓移植術後の 

抗免疫療法 

肝臓移植術後の抗免疫療法に関する臨床実績証明書 

【主たる医師】 
１－１３ 

肝臓移植術後の 

抗免疫療法 

肝臓移植術後の抗免疫療法に関する臨床実績証明書 

【連携機関の医師】 
１－１４ 
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○訪問看護【新規指定・指定内容変更必要書類一覧】 

 

指
定
申
請
書
（
訪
問
看
護
） 

指
定
内
容
変
更
届
出
書
（
訪
問
看
護
） 

職
員
の
定
数
等 

職
員
の
免
許
証
の
写
し 

審
査
項
目
一
覧
表
（
訪
問
看
護
） 

誓
約
書 

様式番号 5-1 ６ 5-2  5-3 7-2 

新規指定 ○  ○ ○ ○ ○ 

指定訪問看護ステーション等の名称又は 

主たる事務所の所在地の変更 
 ○     

指定居宅サービス事業者等の名称又は 

所在地の変更 
 ○     

代表者の住所及び氏名の変更  ○    ○ 

訪問看護ステーション等における指定訪問看護 

又は訪問看護に係る指定居宅サービス又は指定 

介護予防サービスに従事する職員の定数の変更 

 ○ ○  ○  

＊ 介護保険法上の指定に関して、「指定通知書」あるいは、「指定申請書（健康福祉部 

福祉指導課の収受印があるもの）」のそれぞれ写しを提出いただく場合があります。 

 

 

○指定の更新に必要な書類 

 

更
新
申
請
書
（
病
院
・診
療
所
） 

更
新
申
請
書
（
薬
局
） 

更
新
申
請
書
（
訪
問
看
護
） 

自
己
点
検
票
（
病
院
・診
療
所
用
） 

自
己
点
検
票
（
薬
局
用
） 

自
己
点
検
票
（
訪
問
看
護
） 

誓
約
書
（
病
院
・診
療
所
、薬
局
） 

誓
約
書
（
訪
問
看
護
） 

様式番号 ８ ９ １０    7-1 7-2 

病院・診療所 ○   ○   ○  

薬局  ○   ○  ○  

訪問看護   ○   ○  ○ 
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○休止・再開・廃止・辞退の届出に必要な書類 

 

休
止
・再
開
・廃
止
届
出
書
（
病
院
・
診
療
所
、薬
局
） 

休
止
・再
開
・廃
止
届
出
書
（
訪
問
看
護
） 

指
定
辞
退
の
申
出
書
（
病
院
・診
療
所
、薬
局
） 

指
定
辞
退
の
申
出
書
（
訪
問
看
護
） 

様式番号 11-1 11-2 12-1 12-2 

病院・診療所 ○  ○  

薬局 ○  ○  

訪問看護  ○  ○ 

＊ 30 日前までに提出する必要があります。 


